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個人リテール金融をめぐる
長期的な動向について
―ビッグバン構想から13年を経て―

〔要　　　旨〕

１　1996年11月に日本版ビッグバン構想が発表されてから約13年が経過したが，この間に
は様々な規制緩和や公的金融機関の改革などが行われた。ビッグバン構想以前と比較する
と，協同組織金融機関を含めた銀行等の数は，合併等により大幅に減少したが，ゆうちょ
の民営化や住宅金融公庫の業務見直しによる資金シフトが発生し，民間銀行は預金，住宅
貸付の残高を伸ばした。また，投資信託や保険商品等の銀行等における販売が解禁され，
特に投資信託の販売においては銀行等が大きなシェアを占めるようになった。その結果，
投資信託の販売に注力している銀行では，収益に占める販売手数料の割合も高まった。

２　家計における投資信託等の市場性金融商品の保有率は上昇したが，株価の低迷が影響し，
「貯蓄から投資へ」の動きは日本の家計の金融資産の構成を大きく変化させるには至って
いない。家計の金融資産の約半分を占めているのは依然として預貯金である。預貯金のな
かでも，ペイオフの全面的な凍結解除の影響等をうけて，流動性預貯金の構成比が大きく
上昇し，08年度末には金融資産の２割を占めている。

３　また，金融商品の取引方法が広がり，コンビニエンスストアのATMやインターネット，
携帯電話を利用する人の割合が増えてきた。そうした環境下でこれらのデリバリーチャネ
ルを中心に取引を行う新しい形態の銀行も設立され，相対的に有利な金利水準を提示して
いることから，預金残高を急速に伸ばしている。

４　以上のことを総合すると，構成比だけをみると家計の金融資産は預貯金中心であること
にかわりはないが，①定期性から流動性へのシフト，②金融商品の取引方法の広がり，③
有利な商品を求めて新たな形態の銀行を利用する人が増えている等，預貯金の内容はビッ
グバン構想以前とは変わってきているとも考えられる。

５　民間銀行にとっては，公的金融機関改革の影響による多額の資金流入が期待しにくくな
っているため，家計においてより大きな割合を占めるようになった流動性預貯金を自行内
にとどめておけるよう，クレジットカード等も活用して利用者とのつながりを強め，家計
のメイン化を進めていくことが重要になろう。

主任研究員　重頭ユカリ
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1996年11月に日本版ビッグバン構想が発

表されてから約13年が経過し，ビッグバン

という言葉を聞く機会も少なくなった。し

かしこの13年の間には，様々な規制緩和，

公的金融機関の改革，そして世界的な金融

危機の発生など，リテール金融市場には大

きな変化があった。本稿ではそのような環

境のなかで，銀行サービスが長期的にどの

ような変化を遂げたかを概観したい。

（１） 金融ビッグバンとは

96年11月に公表された金融分野全般にか

かる規制緩和策，いわゆるビッグバン構想

は，フリー（市場原理が働く自由な市場に），

フェア（透明で信頼できる市場に），グロー

バル（国際的で時代を先取りする市場に）の

基本３原則にのっとり，自由で公正な金融

市場を構築することを目的としていた。

01年３月までに完了する改革プランの作

成が要請され，金融制度調査会等の５つの

審議会が検討を進めた。97年６月に大蔵省

が公表した「金融システム改革のプラン～

改革の早期実現に向けて～」では，改革プ

ランは，①投資家・資金調達者の選択肢の

拡大，②仲介者サービスの質の向上及び競

争の促進，③利用しやすい市場の整備，④

信頼できる公正・透明な取引の枠組み・ル

ールの整備という観点から作成されたとし

ており，そのプランを実施するため98年12

月には「金融システム改革のための関係法

律の整備等に関する法律」が施行された。

01年３月以降も含めて，現在までの主な出

来事については，第１表の年表に示したと

おりである。

ビッグバン構想が公表された背景には，

バブルの崩壊で不良債権を抱えた金融機関

の経営破綻が相次ぎ，金融システムの不安

定さが増すとともに，金融市場としての日

はじめに
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年 月 

資料　０４年９月６日, ０５年２月７日付日本経済新聞記事, 日経金融年報, ニッキン資料年報, 金融庁資料を参考に作成    

第1表　ビッグバン構想公表以降の主な出来事 

橋本首相が日本版ビッグバン構想を発表 

大蔵省「金融システム改革のプラン～改革の早期実現に向けて～」公表 
銀行店舗設置基準廃止 
証券総合口座の導入 
銀行における投資信託間借販売開始 

金融安定化２法施行 
金融持株会社関連２法施行, 金融持株会社解禁 
早期是正措置の導入 
外国為替業務自由化 
金融監督庁発足 
損害保険料率設定の自由化 
金融機能再生関連法, 金融機能早期健全化法施行 
金融システム改革のための関係法律の整備等に関する法律施行 
銀行, 生損保による投資信託本体窓販開始 
投資者保護基金, 保険契約者保護機構が施行・発足 
証券業・投信委託業の免許制から登録制への移行 

郵貯と銀行ＡＴＭ接続開始 
銀行・証券・信託子会社の業務制限原則廃止 
保険会社による銀行の子会社化解禁 
銀行による普通社債発行解禁 
株式売買手数料（５,０００万円以下）の自由化 
与党３党がペイオフ凍結解除を１年延期し２００２年４月にすることに合意 

金融庁発足 
金融再生委員会・金融庁, 異業種の銀行参入のガイドラインを公表 
銀行による保険会社の子会社化解禁 

改正預金保険法施行, 破たん処理が恒常化 
金融商品販売法施行, 消費者契約法施行 
銀行窓口での一部損保商品（信用生命保険, 火災保険, 海外旅行保険等）販売開始 
生損保本体による第３分野への参入解禁 

都銀等に信託代理店を解禁 
定期性預貯金のペイオフ凍結解除 
銀行窓口での変額年金, 定額年金の販売開始 
金融庁「金融再生プログラム－主要行の不良債権問題を通じた経済再生－」公表 
ペイオフ凍結解除２年猶予の改正預金保険法成立（２００３年４月施行） 

証券会社における特定口座の導入 
個人向け国債発行開始 
日本郵政公社発足 

ラップ口座の全面解禁 
金融機能強化法施行 
証券仲介業を銀行に解禁。信託代理店を証券会社, 事業会社に解禁 
金融庁「金融改革プログラム－金融サービス立国への挑戦－」公表 

ペイオフの全面的な凍結解除（決済用預貯金は全額保護） 
個人情報保護法の施行 
銀行窓口での一時払い終身・養老保険, 個人向け損保商品（自動車保険を除く）の販売開始 

銀行法等の改正により, 一般事業会社の銀行代理業務参入が解禁 

旧住宅金融公庫が住宅金融支援機構として発足 
金融商品取引法施行 
日本郵政公社の民営・分社化により, ゆうちょ銀行発足 
銀行窓口での保険販売の全面的な解禁 

金融商品取引法の一部改正 
国民生活金融公庫, 農林漁業金融公庫, 中小企業金融公庫, 国際協力銀行（国際金融等業務）が統合して日本政 
策金融公庫が発足 
改正金融機能強化法施行 

主 な 出 来 事  年月 
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足した。

ここで，一連の規制緩和や自由化などを

経て，リテール市場における銀行業がどの

ように変化したかをみてみたい。

（１） 銀行等の数の推移

ビッグバン構想が公表される前の96年３

月末の銀行数をみてみると，都銀11，地銀

64，第二地銀65，信金416，信組370，労金

47，農協2,440で
（注２）

あった。その後，合併や

破綻等により銀行業界の再編が進み，09年

３月末の銀行数は，都銀６，地銀64，第二

地銀44，信金279，信組162，労金13，農協

752と，地銀以外は数が大幅に減少した。

特に協同組織金融機関の数が大きく減少し

ているが，これは信用組合が破綻（96年以

降127組合が破綻）によってかなり減少した

のを除くと，ほとんどの場合は合併が進展

した影響である。

（注２）農協数は信用事業を営む組合数。

（２） 公的金融機関改革の影響

前述のように公的金融機関の改革が行わ

れたことは，リテール市場に大きな影響を

及ぼしている。

まず預貯金についてみてみると，ゆうち

ょの貯
（注３）

金残高は，定額貯金の満期到来等に

より00年以降減少傾向にあったが，限度額

管理の厳格化，自主運用をにらんで残高拡

本の地盤沈下が懸念されるという状況があ

った。また，日本の家計の金融資産残高は，

主要国のなかではアメリカに次いで多いに

もかかわらず，預貯金に偏っており，これ

を日本の経済にとって有効かつ効率的に使

い，国民にとっても有利に運用していこう

という考え方があった。そのため「貯蓄か

ら投資へ」の資金シフトを目的とする様々

な施策がなされたのである。

なお，ビッグバン構想は広く金融市場に

関するもので，ホールセール市場において

も様々な影響があったとみられるが，本稿

では銀行等を
（注１）

中心にリテールの分野に絞っ

てまとめている。

（注１）本稿で銀行等という場合は，特に記載がな
い限り，都銀，地銀，第二地銀等の国内銀行に
加え，信金，信組，農協，労金等の協同組織金
融機関を含めている。

（２） 具体的な出来事

第１表に示したビッグバン構想公表後か

らの施策は，利用者の観点からみると，①

個人が利用できる金融商品やサービスの多

様化，②銀行で保険商品や投資信託を購入

できるなど金融商品へのアクセスの拡大，

③手数料や保険料の自由化，④金融商品取

引法の施行など利用者保護のための枠組み

の整備とまとめることができよう。

また，この間には公的金融機関の改革も

進展し，07年４月に住宅金融公庫が住宅金

融支援機構として発足したのに続き，同年

10月には日本郵政公社の民営・分社化も行

われた。また，08年10月には，農林漁業金

融公庫等が統合して日本政策金融公庫が発

２　リテール金融市場に

おける銀行等の変化



大に慎重なスタンスをとったこと，また投

信や個人向け国債等の販売に注力したこと

等もあり，大幅な減少が続いた。特に04年

度から06年度の３年間は，年間の残高減少

額が13～14兆円に達した。そのため，家計

の預貯金残高に対するゆうちょ残高の割合

は，00年３月の36.7％から09年３月には

24.0％まで低下した（第２表）。一方，国内

銀行，信用金庫，農協の個人預貯金残高は

増加が続いており，家計の預貯金残高に対

する割合も上昇している。00年度以降は国

内銀行，信用金庫，農協の預貯金残高の前

年比増加額の合計が家計の預貯金残高の前

年比増加額を上回っていることから，民間

銀行の預貯金残高の増加はゆうちょからの

預け替えによる部分が大きいとみることが

できよう。

また，貸出金については，02年度以降住

宅金融公庫が業務を段階的に縮小し，06年

農林金融2010・1
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度末で原則的に直接融資を廃止したことが

影響している。家計部門の金融負債におけ

る公的金融機関の住宅貸付の残高は，00年

度末の約77兆円をピークに08年度末には約

34兆円まで減少したが，民間銀行の住宅貸

付残高は，同時期に106兆円から153兆円に

増加した。

このように，公的金融機関改革が行われ

たことによって，公的金融機関から民間銀

行に資金がシフトし，預金や住宅ローン分

野での残高伸張にプラスの影響を与えたと

考えられる。
（注３）ここでは，民営化以前の郵貯を含めてゆう
ちょと総称している。

（３） 新たな形態の銀行の設立

民間銀行においては，既存銀行の合併等

だけではなく，新しい銀行の設立も行われ

た。00年８月には異業種の銀行参入のため

のガイドラインが公表され，大手流通企業

等による銀行の設立が相次いだ。こうした

銀行は，取引方法を限定したり，特定の業

務に特化したりしており，都銀や地銀等の

伝統的な銀行との対比で，金融庁によって

「新たな形態の銀行」と分類されている。

金融庁による「新たな形態の銀行」には，

中小企業への融資を主体とする銀行，破綻

した銀行の業務を一時的に引き継ぐ事を主

体とする銀行も含まれているが，ここでは

第３表に示す，インターネットやATM，

携帯電話による取引を中心とする７行につ

いてとりあげてみたい。

これらの銀行の設立は00年～01年までと

07年～08年の二つの時期に集中している。

（単位　％）

９９年３月 
００．３ 
０１．３ 
０２．３ 
０３．３ 
０４．３ 
０５．３ 
０６．３ 
０７．３ 
０８．３ 
０９．３ 

資料　日本銀行「資金循環統計」, 農協残高試算表, ゆうちょ
ウェブサイト資料等より作成     

（注）１　資金循環統計の家計の流動性預金，定期性預金の
合計残高に対する比率として計算。     

　　２　国内銀行, 信用金庫は, 個人の流動性預金, 定期性
預金の合計。     

　　３　農協は一般貯金残高（定期性，流動性を含む）。     
　　４　ゆうちょは, ０７年３月までは郵便貯金現在高, ０８年

３月からは流動性貯金と定期性貯金の合計であり, 
数値が不連続。    

第2表　家計の預貯金残高に対する各業態の 
預貯金の割合　　　　　　 

４０．０ 
４０．０ 
４１．２ 
４２．８ 
４４．４ 
４４．６ 
４５．１ 
４６．２ 
４７．４ 
４８．７ 
４９．４ 

国内銀行 

１０．９ 
１０．８ 
１１．１ 
１１．１ 
１１．４ 
１１．６ 
１１．９ 
１２．１ 
１２．４ 
１２．７ 
１２．８ 

信用金庫 

９．７ 
９．５ 
９．７ 
９．８ 
１０．０ 
１０．１ 
１０．４ 
１０．６ 
１０．８ 
１１．０ 
１１．０ 

農協 

３６．５ 
３６．７ 
３５．１ 
３３．１ 
３２．４ 
３１．３ 
２９．５ 
２７．７ 
２５．９ 
２４．９ 
２４．０ 

ゆうちょ 
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設立当初は決済サービス中心，外貨預金や

投資信託等の預かり資産業務中心などの業

務内容の相違が大きかったが，徐々に提供

する商品やサービスが拡大し，個別行ごと

の差異が縮小しつつあるようにもみえる。

ATM業務を中心とし自行での貸出を行っ

ていなかったセブン銀行も，2010年１月に

は個人向けローンの提供を開始する予定で

ある。とはいえ，それぞれの設立母体と連

携したサービスを提供するなど，各行とも

独自のメリットを打ち出そうとしている。

こうした銀行は，店舗網を持たない，あ

るいは一部の業務に特化することにより，

従来の銀行より効率的な経営ができるとさ

れており，その分相対的に高い預金金利を

提供している。１年定期の預金金利水準は，

新たな形態の銀行の方が一般の銀行よりも

高い水準である（第３表）。

09年３月末の時点で，これらの銀行の口

座数は合計で約821万口座，預金残高は前

年比約7,158億円増加の約3.3兆円となった

（第４表）。この3.3兆円という残高規模は，

（単位　百万円） 

０８年３月 
０９．３ 
増減額 

０８．３ 
０９．３ 
増減額 

０８．３ 
０９．３ 
増減額 

当
期
　 

純
利
益 

預
金 

貸
出
金 

資料　各行のディスクロージャー資料より作成         
（注）１　セブン銀行の預金は法人分除く, ソニー銀行, イーバンク, 住信ＳＢＩ銀行の預金残高は国内業務分のみ。 

２　当期純利益は単体。 

第4表　新たな形態の銀行の動向 

４２２，５４１ 
４３４，９５１ 
１２，４１０ 

２３，８９０ 
２４，７６６ 
８７６ 

１，０１０ 
７５９ 
△２５１ 

ジャパン 
ネット銀行 

９２，４４３ 
１１３，６０２ 
２１，１５９ 

- 
- 
- 

１３，８３０ 
１６，９８８ 
３，１５８ 

セブン銀行 

８９２，１４０ 
１，０４３，４８１ 
１５１，３４１ 

３４６，５８６ 
４７６，５１７ 
１２９，９３１ 

４，４９２ 
△７１０ 
△５，２０２ 

ソニ－銀行 

７２７，５１８ 
６８４，２９０ 
△４３，２２８ 

- 
９４，７００ 
９４，７００ 

△２３，５９１ 
△３４，９４０ 
△１１，３４９ 

イ－バンク 

２，５６８，３６８ 
３，２８４，１４７ 
７１５，７７９ 

３９７，３７７ 
９０１，４５３ 
５０４，０７６ 

合計 

２８０，８３４ 
６０１，７１３ 
３２０，８７９ 

２６，４８２ 
２１９，７５３ 
１９３，２７１ 

△６，３５０ 
△３，６９９ 
２，６５１ 

住信SBI 
ネット銀行 イオン銀行 

１５２，８９２ 
３３４，５１８ 
１８１，６２６ 

４１９ 
８５，１７１ 
８４，７５２ 

△１２，２４０ 
△２０，１７９ 
△７，９３９ 

じぶん銀行 

- 
７１，５９２ 
７１，５９２ 

- 
５４６ 
５４６ 

- 
△８，５６９ 

-

（単位　％）

開業時期 

特徴 

（定期預入 
 条件） 

預
金
金
利 

資料　各行のウェブサイトを参考に作成       
（注）１　特徴は筆者まとめ。金利水準は０９年１１月２５日現在の税引き前の年利。 

２　ジャパンネット銀行の普通預金金利は１００万円未満。 

第3表　新たな形態の銀行の業務の特徴 

００年１０月 

０．０６０ 
０．０７０ 
０．４１０ 

１～１００ 
万円未満 

普通預金 
１ヶ月定期 
１年定期 

銀行, 証券,  
FX, クレジ 
ットカード, 
ポイントカ 
ードを一括 
管理サー 
ビス 

ジャパン 
ネット銀行 

０１．５ 

０．０９０ 
０．１００ 
０．２５０ 

１万円 
以上 

セブンイレ 
ブンに設置 
したATM 
を中心とし 
た業務 

セブン 
銀行 

０１．６ 

０．０２０ 
０．０２５ 
０．４０８ 

１０～１００ 
万円未満 

預かり資産 
残高最多。 
住宅ローン 
業務にも 
注力 

ソニー 
銀行 

０１．７ 

０．０５０ 
０．１９０ 
０．４２０ 

１～１００ 
万円未満 

口座数最 
多。楽天グ 
ループ。オ 
ークション 
の決済に 
強い 

イーバンク 

０７．９ 

０．０８０ 
０．０６５ 
０．４４８ 

１，０００円～ 
１００万円未満 

SBI証券と 
連携し, 銀 
行と証券を 
シームレス 
に利用でき 
るサービス 
の提供 

住信SBI 
ネット銀行 

０７．１０ 

０．０５０ 
０．２００ 
０．３００ 

１～３００ 
万円未満 

イオンでの 
買い物や 
電子マネー 
WAONと 
連携した 
サービスの 
提供 

イオン銀行 

０８．６ 

０．０５０ 
０．１００ 
０．４５０ 

１円以上 

携帯電話 
での利用 
に便利な 
サービス 
の提供 

じぶん 
銀行 

０．０５０ 
０．０７０ 
０．１２０ 

１，０００円 
以上 

ゆうちょ 

０．０４０ 
０．０７０ 
０．０９０ 

３００万円 
未満 

三菱東京 
ＵＦＪ銀行 
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同時期のスルガ銀行の預金残高（約2.9兆円，

個人以外も含む）を上回っている。７行の

うち最も預金残高の多いソニー銀行は，１

行で１兆円以上の預金残高を有している

が，これは小規模な地銀を上回る額であ

る。

また，家計の預貯金残高（定期性と流動

性預貯金の合計）と比較してみると，09年

３月の残高は約737兆円であることから，

新たな形態の銀行のシェアは7行合計でも

0.5％に満たない。しかし，これら７行の

08年度１年間の預金の増加額7,158億円は，

同時期の家計の預金残高の増加額10兆423

億円の約７％に相当し，増加額ベースでは，

残高ベースより大きなシェアを占めてい

る。低金利が続く環境下で，相対的に有利

な預金金利を提供する新たな形態の銀行の

優位性が強まっていることが考えられる。

以上のことからは，新たな形態の銀行は，

一定程度の存在感を示しつつあり，特にフ

ロー部分（増加額）においては相当のシェ

アを占めるようになってきているとみるこ

とができよう。

収益面については，08年度決算でセブン

銀行の純利益が前年比増加したのを除く

と，ジャパンネット銀行は純利益の額が前

年に比べて縮小し，その他の５行は損失を

計上した。ただし，08年度決算については，

世界的な金融危機の影響を受けて一般の銀

行の多くも減益や赤字となったという状況

があり，09年度の中間決算では設備投資に

コストがかかったイオン銀行とじぶん銀行

以外の５行は純利益を計上した。

７行のなかではセブン銀行が安定的に純

利益を計上しているが，セブン銀行のビジ

ネスモデルは，自行で利用者から預金を預

かる一般の銀行業務のほかに，セブンイレ

ブン等に設置したATMを提携金融機関

（信販等を含む）に開放するATM事業を中

心にしている点が他行と大きく異なる。こ

のATMの利用に対して支払われる手数料

がセブン銀行の収益の要であり，08年度の

経常収益898億円の約95％を占めている。

09年３月末現在，セブンイレブンを中心に

設置したATMの台数は１万3,803台，提携

金融機関数は566社（JAバンク，JFマリンバ

ンクは業態としてそれぞれ１社とカウント）

になった。ATM１台あたりの１日の平均

利用件数は，01年度には24.9件であったが，

08年度には114.3件に増加しており，年度

中の総利用件数は５億5,500万件に達した。

セブン銀行の好業績にみられるように，

コンビニエンスストアでATMを利用する

ことは，ある程度利用者において浸透しつ

つある。コンビニATMやインターネット，

携帯電話を含めたデリバリーチャネルの利

用状況については，次でさらに詳しくみる

こととする。

（４） 銀行で販売する商品の多様化

規制緩和により，銀行で扱うことができ

る金融商品の種類は，外貨預金，投資信託，

国債，保険商品等に拡大している。このう

ち，投資信託や個人向け国債については，

銀行での販売が既に定着しつつある。

投資信託の販売業態別純資産残高に占め
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る銀行等（保険会社を含む）のシェアは，

99年の5.4％から08年には42.7％まで上昇し

ており，銀行等での販売が急速に進展して

いることを示している（第１図）。ただし，

02年以降増加していた投信の純資産残高

は，株価の低迷を受けて08年度には前年に

比べて大幅に減少し，銀行等のシェアもこ

こ数年は40％を超えたところで頭打ちの傾

向がみられる。

こうした投信等の販売状況は，銀行の収

益構成にも反映されている。第５表は，投

資信託の販売手数料や信託報酬が含まれる

損益計算書の「その他の役務収益」から

「その他の役務費用」を差し引いた「その

他の役務収支」が業務粗利益に占める割合

を算出し，96年度以降の推移をみたもので

ある。全国銀行合計では，業務粗利益に占

めるその他役務収支の割合は，96年度の

4.2％から08年度は11.0％に上昇した。なか

でも都銀の上昇度合いは大きく，同時期に

4.3％から13.2％へ3倍以上に上昇した。地

銀は2.2％から6.2％へ，第二地銀は△1.5％

から2.5％に上昇した。ただし，いずれの

業態においてもピークは06年度であり，足

下では投信の販売額が縮小するなかで，販

売手数料等もピーク時より減少していると

みられる。

ここまでみてきたことを総合すると，伝

統的な銀行のビジネスモデルは，預金と貸

出金の利ざやから収益を稼ぐというもので

あったが，近年では投信等をはじめとする

各種の金融商品の販売手数料やセブン銀行

のATM利用手数料といった「フィービジ

ネス」が銀行の収益構造のなかで重要性を

増してきていることが分かる。

ここまで銀行サイドからビッグバンの影

響についてみてきたが，以下では利用者サ

イドからその影響をみてみたい。

（単位　％）

９６年度 
９７ 
９８ 
９９ 
００ 
０１ 
０２ 
０３ 
０４ 
０５ 
０６ 
０７ 
０８ 

資料　全国銀行協会『全国銀行財務諸表分析』各年版より
作成 

第5表　その他役務取引収支が業務粗利益に 
占める割合　　　　　　　 

４．２ 
４．８ 
４．１ 
４．９ 
５．７ 
５．５ 
５．８ 
７．６ 
１０．１ 
１２．８ 
１４．０ 
１２．５ 
１１．０ 

全国銀行 

４．３ 
４．２ 
３．７ 
４．４ 
５．６ 
５．２ 
６．４ 
８．８ 
１１．９ 
１４．７ 
１６．２ 
１４．０ 
１３．２ 

都銀 

２．２ 
２．３ 
２．５ 
２．９ 
３．０ 
３．３ 
３．８ 
４．７ 
５．６ 
７．３ 
８．４ 
７．８ 
６．２ 

地銀 

△１．５ 
△０．８ 
△０．３ 
０．１ 
０．２ 
０．３ 
０．２ 
０．６ 
１．８ 
３．５ 
４．５ 
３．８ 
２．５ 

第二地銀 

３　家計の金融資産と

デリバリーチャネル

直販 
銀行等 
証券会社 

銀行等のシェア 
（右目盛） 

資料　投資信託協会「投資信託」より作成  
（注）１　投資信託の販売残高は, 株式投信, 公社債投信, MMFの

公募投信分の合計。  
２　銀行等には保険会社を含む。　 

９，０００ 
８，０００ 
７，０００ 
６，０００ 
５，０００ 
４，０００ 
３，０００ 
２，０００ 
１，０００ 

０ 

（百億円） 
４５ 
４０ 
３５ 
３０ 
２５ 
２０ 
１５ 
１０ 
５ 
０ 

（％） 

９９ 
年末 
 

５．４ 

１１．０ 

１７．１ 

２１．５ 

２７．３ 

３３．９ 
３７．６ 

４２．１ 

４２．６ ４２．７ 

第1図　投資信託の販売業態別純資産残高と 
銀行等のシェア　　　　 　 

００ ０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ 



（１） 市場性金融商品の保有率の上昇

日 本 経 済 新 聞 社 が 実 施 し て い る

「NEEDS RADAR金融行動調査」によっ

て，投資信託，株式，外貨預金，個人向け

国債の保有率の推移をみると，株価や金利

水準等の投資環境の影響もあり年ごとの変

動があるものの，いずれの商品もビッグバ

ン構想以前よりは保有率が上昇している
（注４）

（第６表）。このデータは，首都圏における

アンケート調査結果であるため全国的な傾

向とはいえないが，金融広報中央委員会が

全国の世帯を対象に実施している「家計の

金融行動に関する世論調査」においても，

投信の保有率は98年調査の3.3％から09年

調査では13.3％に上昇しており，
（注５）

全国的に

みても保有率は高まったとみられる。

（注４）この調査は，日本経済新聞社が，東京駅を
中心とする首都圏40km圏に居住する25歳～74歳
の男女個人を対象に実施しているもの。保有率
は，各商品を保有しているかどうかについて，
保有していると回答した人の割合。

（注５）この調査は，98年当時は「貯蓄と消費に関
する世論調査」という名称で２人以上の普通世
帯を対象に実施。回答者は4,287世帯。08年調査
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は，全国の２人以上世帯を対象に実施した調査
の結果を利用。回答者は3,886世帯。保有率は，
各商品の保有残高を回答した人の割合。

（２） 家計の金融資産の構成

前述のとおり家計における市場性金融商

品の保有率は上昇したが，家計の金融資産

の構成は，ビッグバン構想でめざしたよう

に，預金からその他の商品へとシフトした

とは言いがたい。

家計の金融資産の構成をみると，投資信

託の割合は，95年度末の2.3％から07年度

末には4.3％まで上昇した（第２図）。しか

し，投資信託は，株価の変動による残高の

増減が大きく，08年度末には3.4％に低下

した。また，株価の低迷により株式の残高

が08年度末には06年度末の半分になったこ

と，株式・投信以外の証券の構成比もビッ

グバン以前より低下したこと等があり，家

計の金融資産に占める市場性金融商品のト

ータルの構成比が大きく上昇することはな

かった。逆に，預貯金の構成比は08年度末

には52.3％となり，ビッグバン構想以前の

95年度末（48.2％）よりも高まるという結

果となった。

特に預貯金のなかでも，流動性預貯金の

構成比が，95年度末の6.4％から08年度末

には20.0％まで上昇しているのが目立つ。

これは，ペイオフの全面的な凍結解除後も

決済用預貯金は全額が預金保険制度・貯金

保険制度で保護されることや，金利水準が

低いため定期預貯金に預け入れる意欲が減

退し，待機性の資金が滞留していることな

どが背景として考えられる。

52 - 52

（単位　人，％）

９６年調査 
９７ 
９８ 
９９ 
００ 
０１ 
０２ 
０３ 
０４ 
０５ 
０６ 
０７ 
０８ 

資料　日本経済新聞社『ＮＥＥＤＳ ＲＡＤＡＲ 金融行動調査』
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第6表　首都圏における金融商品の保有率 
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信託 
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２３．３ 
２４．４ 
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保有率 

- 
- 
- 
- 
- 
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５．１ 
７．０ 
１０．５ 
９．７ 
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個人向 
け国債 

- 
１．７ 
２．５ 
４．１ 
４．７ 
４．８ 
４．６ 
６．３ 
７．３ 
７．０ 
６．６ 
７．０ 
８．３ 

外貨 
預金 
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結果として家計の金融資産の構成はそれ

ほど変化せず，預金の構成比が約３割程度

の欧州諸国や，10％台（いずれも06年デー

タ）のアメリカに比べると，日本では預金

の構成比が著しく高い状態が続いている。

（３） デリバリーチャネルの拡大

一方で，預金や証券等の金融商品の取引

方法については大きな変化がみられる。

例えば，前掲の日本経済新聞社の金融行

動調査によれば，質問が初めて設定された

98年調査ではインターネットバンキングを

利用したことがある人の割合は0.5％と非

常に低かったが，08年調査では29.7％まで

上昇している。また，コンビニエンススト

アのATMについては， 0 8年調査では

64.0％の人が利用したことがあると回答し

ている（第７表）。

インターネットの普及とともに，金融商

品の取引方法としてインターネットを活用

する人が増えていることは株式の売買方法

にも現われている。同調査において，株式

農林金融2010・1

保有者に「株式の売買の注

文を普段どのように行って

いるか」（複数回答可能）と

質問したところ，質問が初

めて設定された99年調査で

は「電話」（56.0％），「支店

の窓口」（35.0％），「外交員」

（16.7％），「インターネット」

（2.5％）の順に選択率が高

かったが，06年調査から

「インターネット」の選択

率が最も高くなり，08年調査では，「イン

ターネット」（43.7％），「電話」（35.2％），

「支店の窓口」（20.4％），「外交員」（10.7％）

という結果になった。

残高照会や振込，株式の売買等にはイン

ターネットを利用し，現金の引出や振込等

にはコンビニエンスストアのATMを利用

する人が増えてきたという背景には，こう
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第7表　首都圏における各種のデリバリー 
チャネルの利用状況　　 
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した新しいチャネルの利便性に利用者が魅

力を感じているとともに，銀行が店舗を大

幅に減らしてきたことが背景にあるだろ

う。民間銀行は，店舗数を96年３月末の

45,830店から08年３月末には33,381店へと，

約１万2,500店も削減しており，
（注６）

その分イ

ンターネットや携帯電話で商品やサービス

を利用してもらうようにつとめてきたので

ある。

とはいえ，銀行等の店舗の減少は，その

役割の低下に直結するわけではない。規制

緩和により銀行の店舗では投資信託や個人

向け国債を初めとする様々な金融商品を販

売することが可能になっており，店舗は住

宅ローン等も含めた商品について対面での

相談を行う場として活用されるようになっ

てきている。また，より多くの人が気軽に

立ち寄れるようにと，店舗の営業時間を延

長したり，グループ内の証券会社等との共

同店舗，カフェなど異なる業種との共同店

舗の設置なども進められており，銀行店舗

の機能の向上が進められてい

る。設立当初は店舗を持たな

かったセブン銀行やイオン銀

行が，設立母体であるスーパ

ーマーケット内に店舗を開設

し，金融商品の利用と買い物

との間で相乗効果を上げよう

としている点も注目される。

（注６）都銀，地銀，第二地銀，
信託銀，長信銀・商工中金，信
金，信組，農協，漁協，労金の
店舗数計。
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（４） 重要性を増すクレジットカード

最後に，近年規模が大きく拡大している

クレジットカード市場についてみてみた

い。クレジットカードの発行枚数は長期的

にみて増加しており，07年末の時点では

2.9億枚，ショッピングに対する信用供与

額は38.8兆円に達している（第３図）。この

額を国内家計最終消費支出額に対する割合

でみてみると，96年には6.1％であったが

07年には13.5％まで上昇している。また，

クレジットカード会社のJCBが毎年実施し

ているアンケート調査においても，生活費

のうちクレジットカードで支払う額の割合

は，05年調査の16.3％から08年調査では

21.1％へと上昇している。これらのことか

ら支払手段としてのクレジットカードの重

要性は年々増大してきているとみられる。

このようにクレジットカードで支払う金

額の規模が増加している理由の１つとして

は，クレジットカードで支払うことのでき

る用途が拡大してきていることが挙げられ
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（注）　クレジットカードの発行枚数は, 年末時点。 

４５ 

４０ 

３５ 

３０ 

２５ 

２０ 

１５ 

１０ 

５ 

０ 

（兆円） 
３．５ 

（億枚） 

２．５ 

１．５ 

０．５ 

０．０ 

３．０ 

２．０ 

１．０ 

８８ 
年 

７．９ 

１．２ 

１．４ 

１．７ 
１．９ 
２．０ 

２．1 

 

２．２ 

 

２．２ 

 

２．３ 

 

２．３ 

 

２．４ 

 

２．５ 

 ２．２ 

 

２．３ 

 

２．４ 

 

２．５ 

 

２．６ 
２．７ 
２．９ 
２．９ 

第3図　クレジットカードの発行枚数とショッピングに対する 
信用供与額 　　　　　　　　　　　　　 

９．５ 

９０ 

１１．５ １２．５ 

９２ 

１３．１ １３．１ 

９４ 

１３．６ １４．７ 

９６ 

１６．８ 
１８．１ 

９８ 

１９．０ 
２０．２ 

００ 

２１．８ 
２３．３ 

０２ 

２４．７ 
２６．６ 

０４ 

２９．２ 
３２．２ 

０６ 

３４．８ 

３８．８ 

発行枚数 
（右目盛） 



る。電気，ガス，NHKなどの公共料金，

ETCシステムによる高速道路料金のカード

払いは一般的になりつつあり，08年からは

国民年金保険料の支払が可能になった。06

年の地方自治法改正により，公金の支払い

をクレジットカードで行うことが可能にな

り，一部の地方公共団体では，自動車税や

住民税などの税金の支払いにクレジットカ

ードを利用することができる。

２つ目の理由としては，クレジットカー

ド会社が提供するポイントサービスが拡充

してきたため，ポイントを集めることを意

識してクレジットカードを利用する人も増

えてきていることが挙げられる。

クレジットカードで支払うことができる

用途は今後一層増えるとみられ，クレジッ

トカード市場はまだ拡大の余地があると考

えられる。従来は買い物をするために口座

から現金を引き出していたが，クレジット

カードが利用されれば買い物の代金も一定

期間は口座にとどまることになる。多くの

銀行は自行，あるいはグループ企業によっ

てクレジットカードを発行しており，自社

のクレジットカードでの決済が増えれば，

カード業務の収益性を拡大することができ

るというメリットもある。クレジットカー

ドと預貯金口座とのつながりを強化するこ

とができれば，両業務の相乗効果を高める

ことも可能になる。そのため，クレジット

カードとキャッシュカードの一体型カード

を発行したり，クレジットカードのポイン

トを預金口座で現金化できる等の組み合わ

せのサービスを提供するケースも増えてき
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ている。

ビッグバン構想以前と比較して，家計に

おいてより大きな割合を占めるようになっ

た流動性預貯金を自行内にとどめるために

は，クレジットカード等も含めた総合的な

取引により利用者とのつながりを密にする

必要がある。

ビッグバン構想を契機とする様々な規制

緩和によって，投資信託等，銀行で販売す

ることができる金融商品の種類が増えた。

その結果，そうした金融商品の利用者層は

ある程度拡大し，銀行の収益における投資

信託等の販売手数料の重要性も高まってき

ている。しかし，「貯蓄から投資へ」の動

きは広がりをみせはじめたものの，株価の

低迷もあり，日本の家計の金融資産の構成

を大きく変化させるまでには至っていな

い。現状でも金融資産の約半分は預貯金が

占めており，その構成比はビッグバン構想

以前よりもやや上昇している。しかし，預

貯金のなかでも流動性預貯金の割合が２割

まで上昇するという大きな変化もみられた。

また，金融商品のデリバリーチャネルが

広がり，コンビニエンスストアのATMや

インターネット，携帯電話による取引が活

発化した。これらのデリバリーチャネルを

中心に取引を行う新しい形態の銀行も設立

され，相対的に有利な金利水準を提示して

いることから，残高を急速に伸ばしている。

デリバリーチャネルの拡大によって，給与
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振込で利用する口座のほかに，インターネ

ットでの決済のため，あるいは金利の有利

な商品を利用するため等，目的に応じて口

座を使い分けることも容易になったと考え

られる。

以上のことを総合すると，構成比だけを

みると家計の金融資産は預貯金中心である

ことにかわりはないが，①定期性から流動

性へのシフト，②金融商品の取引方法の広

がり，③有利な商品を求めて新たな形態の

銀行を利用する人が増えている等，預貯金

の内容はビッグバン構想以前とは変わって

きているとも考えられる。現状ではまだ動

きは預貯金のなかにとどまっているが，何

らかの環境変化があれば，他の商品も含め

て利用者が資金をシフトさせやすい状況で

あるとみることもできる。

民間銀行にとっては，これまでのような

公的金融機関からの多額の資金流入が期待

しにくくなっており，家計においてより大

きな割合を占めるようになった流動性預貯

金を自行内にいかにとどめ，様々な取引に

つなげていくかが課題となろう。そのため

には，クレジットカード等も活用して利用

者との結びつきを強化し，家計のメイン口

座化を進めていくことが重要になろう。
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